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人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
0
0
0

18,550
2,440
20,990 8,127

1,627
6,500 16,442

24,409
40,851

がけ崩れによる災害の防止を図り、住民の生命、財産、安全を確保する。

事業の目的

申請のあった事業のうち、採択された箇所について、住家背後の自然がけ部分にコンクリート擁壁等を施工す
る。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

道路河川課

愛媛県がけ崩れ防災対策事業補助金交付要綱、愛媛県集落・避難路保全斜面地震対策事業補助金交付要
綱、伊予市がけ崩れ防災対策事業分担金徴収条例、伊予市がけ崩れ防災対策事業実施要綱根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

上坂 博一
所管課情報 担当課： 0

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 愛媛県集落・避難路保全斜面地震対策事業補助金交付要綱第２条の規定に該当する事業について申請する者

小笠原 幸男

評価対象外事業
集落・避難路保全斜面地震対策事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保
消防・防災・安全の確保

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）
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25年度実績9月末の実績25年度予定

事業活動の実績（活動指標）
24年度実績単位項目

事業実施箇所

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績
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実施スケジュール
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成果指標
設定しない。

0000

本事業は住民の生命、財産、安全を確保するため、必要な事業であることから、受益者負担について理
解を得ながら、推進していくべきであると考える。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

愛媛県が補助金交付要綱に基づいて補助対象箇所を決定し実施する事業であるため、成果指標の設定がで
きない。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
0000

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

課題認識

　毎年、７月頃に各区長を通じて翌年度要望を取りまとめて、技術職員において平面・縦横断測量、設
計、分筆用地測量を実施しているが、今後は技術職員の減少により、外部委託が必要となり、受益者負
担金の対象としている本工事費を今後は委託費も含めるかの検討が必要であると思われる。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


